
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業

事業概要

コロナ禍における食料品等の物価高騰の影響を受けている町民を支援するため、主に食

料品購入や飲食店を中心に利用可能なプレミアム付商品券を発行するもの。

　実施主体：新ひだか町商工会

効果検証 換金実績から、町民の暮らしの安定と地域の活性化が図られた。（換金率99.66%）

事業費 197万5千円

実施計画№ R4-3
旅客自動車運送事業者等支援事業事業名

事業実績

〇プレミアム付き商品券事業実施に係る経費に対する補助

　・1冊7,500円の商品券を5,000円で販売（プレミアム率50％）

　・商品券発行数：25,000冊

　・プレミア分2,500円（7,500円-5,000円）×25,000冊×99.66%≒62,287,833円

   ・制作費等：21,212,167円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計：83,500,000円

プレミアム付商品券補助金事業事業名
事業費 8,350万円

実施計画№ R4-1.2.28

成果目標
食料品購入や飲食店を中心に利用可能な「プレミアム付商品券」を発行することで、町

民の暮らしの安定を図るとともに地域経済の活性化へ繋げる。(商品券の換金率99%）

効果検証
支援金を交付したことで、旅客自動車運送業者事業が継続され雇用も維持された。（廃

業者0件）

経済対策

事業実績

〇町内5者35台分の支援金を交付

　・軽自動車2台×25,000円＝50,000円

　・普通車（タクシー等）22台×50,000円＝1,100,000円

　・貸切バス（小・中・大型）11台×75,000円＝825,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計：1,975,000円

成果目標
旅客自動車運送業者等に車種・台数に応じた支援金を交付することで、燃料価格上昇に

よる影響が緩和され、事業の継続及び雇用の維持に繋げる。（廃業0件）

長引くコロナ禍の影響に加え、燃料の価格上昇により経営に影響が及んでいる旅客自動

車運送業者等を対象に、車種・台数に応じた支援金を交付することで、事業の継続及び

雇用の維持を図るもの。

事業概要
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事業概要

長引くコロナ禍において日常生活に制約がある中、本町で結婚または出産した夫婦を応

援するため、町内産の米と花を贈呈し、地元産米の消費拡大を図るとともに、夫婦の生

活支援の充実を図るもの。

結婚又は出産した夫婦を祝い応援するとともに、町内農産物を贈呈することで地域経済

の活性化及び消費拡大を図る。（対象者75％以上へ贈呈）

成果目標

成果目標

原油価格・物価高騰の影響が特に大きい低所得者層に現金給付し生活支援を行うことで

生活の安定を図る。（給付対象者3,502世帯へ給付）

効果検証

153世帯の夫婦に祝福・応援をすることができただけでなく、町内産米及び花を贈呈し

たことにより、地域経済の活性化が図られたとともに、地元食材の理解が深まり、今後

の消費拡大に繋げることができた。

●結婚45件、出産108件　計153件

　米：結婚45件、出産108件　計153件　贈呈率100.00％

　花：結婚44件、出産106件　計150件　贈呈率98.04％

事業実績

〇地元農産物等の贈呈等に係る経費

　・米（10ｋｇ）を153人に配送：1,009,884円

　・花を150人に配送：807,500円

　・メッセージカード等：23,000円

                                                                                       合計：1,840,384円

効果検証
町民非課税世帯及び生活保護受給世帯に現金給付という直接的支援を行うことで物価高

騰の影響が軽減された。(3,212世帯へ給付）

事業費 184万

実施計画№ R4-10
結婚・出産応援事業事業名

事業実績

〇3,212世帯へ給付金を交付

　・町民税非課税世帯：10,000円×2,612世帯＝26,120,000円

　・生活保護受給世帯：8,000円×600世帯＝4,800,000円

　・事務費：2,960,757円

　・総事業費：33,880,757円

　　　うち、道補助（補助率1/2）：12,843,000円

    　    ※65歳以上の者または障害者手帳保有者がいる世帯のみ

事業費 3,388万円

R4-21.22
新ひだか町原油価格等高騰対策生活支援事業事業名

事業概要

コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響が特に大きい低所得者層に現金給付し生活

支援を行うもの。

　支援内容：令和4年度町民税非課税世帯・・・10,000円

                  生活保護受給世帯・・・8,000円

実施計画№
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栽培や出荷にかかる燃料費高騰分の一部を支援し、対象農業者の経営安定を図る。（廃

業0件）
成果目標

実施計画№ R4-4 .29
施設園芸等燃油価格高騰対策事業事業名

事業費 1,149万7千円

効果検証
配合肥料高騰分の一部を支援し、価格高騰の影響を最小限にすることで畜産農家の経営

安定が図られた。（廃業者0件）

事業概要

コロナ禍における燃油価格高騰の影響を大きく受ける施設園芸及び米生産農家に対し、

栽培や出荷にかかる燃料費の高騰分の一部を支援し、経営の安定化を図るもの。

　支援内容：施設園芸Ｒ4出荷及び次期作にかかる燃料費高騰分の1/4を助成

                  米乾燥施設にかかる燃料費高騰分をの3/4を助成

　事業主体・農業協同組合

効果検証
燃料高騰分の一部を支援し、価格高騰の影響を最小限にすることで対象農業者の経営安

定が図られた。（廃業者0件）

事業費 320万8千円

実施計画№ R4-5 .30
配合飼料高騰対策事業事業名

事業実績

〇施設園芸R4出荷・次期作及び米乾燥施設に係る燃料費高騰分に対する補助

　・施設園芸R4出荷分：17,342,598円×1/4≒4,335,617円

　・施設園芸R4次期作分：24,366,272×1/4≒6,091,553円

　・米乾燥施設分：1,429,761×3/4≒1,070,062円

　・施設園芸農家77件、米生産農家52件

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計：11,497,232円

事業実績

〇配合肥料価格高騰分に対する補助

　・搾乳牛：700円×706頭×2.1ｔ＝1,037,820円

   ・肉用肥育牛：700円×347頭×2.6ｔ＝631,540円

　・育成牛：700円×2,502頭×0.7ｔ＝1,225,980円

   ・豚繁殖：700円×50頭×1.0ｔ＝35,000円

　・豚育成：700円×662頭×0.6ｔ＝278,040円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計：3,208,380円

成果目標
営農にかかる配合飼料高騰分の一部を支援することで、畜産物の継続出荷に繋げる。

（廃業0件）

事業概要

コロナ禍における配合飼料価格高騰の影響を受けている農業者に対し、営農に係る配合

飼料高騰経費の一部を支援し、農業の経営安定化を図るもの。

　支援内容：配合飼料価格高騰分の一部を助成

　　　　　　補助単価（700円）×飼養頭数×年間配合飼料消費量（ｔ）

　事業主体・農業協同組合
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事業概要

コロナ禍における海外からの原料の輸出停滞や海運運賃の上昇等による肥料価格高騰の

大きな影響を受けている農業者に対し、肥料高騰分の一部を支援するもの。

　支援内容：肥料価格高騰分（補助単価625円/10ｋｇ×購入量）の1/5を助成

　事業主体・農業協同組合

成果目標 価格高騰の影響を最小限にすることで、対象農業者の経営安定を図るもの。（廃業0件）

事業実績

〇化学肥料高騰分に対する補助

　・補助単価625円/10㎏×1,714,300㎏ ×1/5＝21,428,750円

　・対象農業者308件

事業名 化学肥料高騰対策事業
事業費 2,142万8千円

実施計画№ R4-6

事業概要

コロナ禍による需要減少により出荷できないものの商品価値を堅持するとともに、販売

促進を行うために必要な経費を支援し、魚価の下支えと漁業生産高の増加を図るもの。

　支援内容：漁業協同組合による一括買受費用、輸送費、出荷調整・保管用資材費の

　　　　　　3/4を助成

　対象者・ひだか漁業協同組合

成果目標
魚価の下支えと漁業生産高増加に係る支援を行うことで、コロナ禍に伴い出荷自粛を強

いられている漁業者の所得向上に繋げる。（廃業0件）

事業実績

〇漁業協同組合による一括買受費用、輸送費、出荷調整・保管用資材費に対する補助

　・購入費：実数量207ｔ　8,942,400円

　・輸送費：実数量207ｔ　2,732,400円

　・資材費：10,977,450円（鮮魚用タンク、集積用パレットほか）

　　補助金額　22,652,250円×補助率3/4 ≒ 16,307,000円

効果検証
肥料高騰分の一部を支援し、価格高騰の影響を最小限にすることで対象農業者の経営安

定が図られた。（廃業者0件）

事業名 魚価維持対策事業
事業費 1,630万7千円

実施計画№ R4-11

効果検証

漁業協同組合の一括買取費用及び新たな販路構築のための輸送費、出荷調整・保管資材

費の一部を助成したことで、魚価の下支えと漁業生産高の増加を図られ、地域漁業の活

性化に繋がった。（廃業者0件）
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事業名 物価高騰対応商店街等生活者応援キャンペーン事業
事業費 2,500万円

実施計画№ R4-23

事業概要

コロナ禍における物価高騰の影響を受けた町民の消費下支えのため、商店街等の商工団

体が実施する生活支援を目的としたキャンペーン事業又はイベント等に対し補助金を交

付するもの。

　実施主体：新ひだか町商工会

成果目標
生活者支援に係るキャンペーン事業やイベント等を実施することで、町民生活への物価

高騰の影響緩和を図る。（6団体以上の実施）

事業実績

〇生活者支援を目的としたキャンペーン及びイベント等の実施に係る商工会への補助

    〈基本額及び交付団体数〉

　・事業者数30以下 ：  1,000,000円×5団体＝5,000,000円

　・事業者数31～50：  2,000,000円×3団体＝6,000,000円

　・事業者数51～100：3,000,000円×2団体＝6,000,000円

　・事業者数101以上： 6,000,000円×1団体＝6,000,000円

   ・加算額合計： 1,000,000円

　・事務費：1,000,000円

                                                  　　　　　　　　　　　     合計：25,000,000円

効果検証
11の商工団体が生活支援を目的としたキャンペーン事業やイベント等を実施したこと

で、町民生活の物価高騰による影響緩和に繋がった。

事業名 新規就農者農業資材等価格高騰対策事業
事業費 265万4千円

実施計画№ R4-26

事業概要

コロナ禍における農業資材等高騰の影響を大きく受ける新規就農者に対し、施設整備費

の高騰分の一部を支援し、新規就農者の負担軽減と経営安定を図るもの。

　支援内容：施設園芸に係る資材高騰分の1/4を助成

　事業主体・農業協同組合

成果目標 物価高騰の影響を最小限にすることで、新規就農者5件の施設整備を計画的に進める。

事業実績

〇施設園芸に係る施設整備費のうち資材等高騰分に対する補助

　・資材高騰分10,617,135円×1/4＝2,654,281円

　・新規就農者5件

効果検証
物価高騰分の一部を支援することで、高騰による影響を最小限に留めることができ、新

規就農者5件の施設整備を計画的に進めることができた。
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事業概要
コロナ禍で落ち込んだ観光入込客数の回復を図るため、新ひだか町の魅力をPRする観光

冊子やグッズを作成するもの。

成果目標
新ひだか町の魅力PRを強化することで観光入込客数の回復を図る。

（観光入込客数のR5実績がR4実績以上）

事業実績

〇PRコンテンツ作成に係る経費

　・PRグッズ作成業務委託料（5種類）：2,140,000円

　・観光情報冊子作成業務委託料

  　（日本語版増刷3万部・英語版作成１万部）:2,860,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          合計：5,000,000円

事業名
コロナ禍における安心安全な観光客誘致促進事業

（新ひだか魅力ＰＲ事業）

事業費 500万円

実施計画№ R4-13-①

効果検証
町内外の観光客、さらにインバウンドの回復を見込んだ英語版の観光冊子を作成したこ

とで観光客の回復が期待できる。（R5実績未確定）

事業概要

コロナ禍における乳製品の需要低下及び電気料高騰による影響を大きく受けている酪農

経営者に対し電気料の一部を支援し、酪農経営の安定を図るもの。

　支援内容：電気料高騰分（補助単価890円×搾乳牛飼育頭数）12ヶ月分の3/4を助成

　事業主体：農業協同組合

成果目標
酪農経営者に対し電気料の一部を支援することで、出荷戸数及び搾乳頭数を維持し経営

の安定を図るもの。（廃業0件）

事業実績

〇酪農経営にかかる電気料高騰分に対する補助

　・890円×706頭×12ヶ月×3/4＝5,655,060円

　・対象酪農経営者：20件

効果検証
12ヶ月分の補助を行うことで電気料高騰の影響が緩和され、経営難での廃業を回避する

ことができた。（廃業者0件）

事業名 酪農経営特別支援事業
事業費 565万5千円

実施計画№ R4-27
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効果検証

事業に必要な経費の一部を支援することにより、事業の継続及び雇用維持を図ることが

できた。またこれにより地域住民の福祉の向上、健康推進にも寄与することができた。

（解雇人数0人）

事業概要

新型コロナウイルス感染症の影響により経営が悪化している町立温泉施設の指定管理者

に対し、実質損失額の一部を支援することにより、事業の継続及び雇用維持を図るも

の。

　支援内容：実質損失額の1/2を支援金として支給

成果目標
雇用人数を現状維持するとともに、長期休業を回避し町民の健康促進、福祉の向上及び

地域経済の活性化を図る。（解雇人数0人）

事業実績

〇町立温泉施設への支援

　・三石：20,000,000円

　・静内：  3,800,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計：23,800,000円

事業名 町立温泉施設事業継続支援事業
事業費 2,380万円

実施計画№ R4-34
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